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５年前の今日、ジャカルタにてIJBNet誕生
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IJBNetは元日本留学生等を中心に、2018年8月8日に発足。発足式典にはアイルランガ・ハルタルト工業大臣
（現、経済調整大臣）、当時の在インドネシア日本国大使館の石井正文大使、ラフマット・ゴーベル日本特使
（現、国家議員副会長）、業界団体の代表者、有識者、その他の招待者が出席。

今後、IJBNetは懸け橋になりながら、両国の経済発展に貢献できるように、ビジネスコラボレーション立案・
促進・支援活動を開始しており、今後も継続。



1. 日本からの適正技術導入（製造、環境保護やその他の技術）
2. インドネシアから日本への輸出向上（食糧及びバイオエネルギー中心）

3. インドネシアから日本への人材育成・派遣の促進・支援 2

1. Resources & Land/資源・土地
→栽培・養殖地や加工工場用あり

→日本向け観光施設や老人ホーム等開発可能
→当会は高齢化社会支援、食糧・エネルギー分野に注力

2. Man Power/人材
→日本中小企業等のインドネシア移転・運営支援可能

→日本で勤務し、人材不足の穴埋めも可能

1. Applicative Technologies/適正技術
→インドネシアでの共同開発や指導を含む
→環境や農林水産分野等で活用可能

2. Experienced/ Senior Persons/経験者
→スキール、経験やネットワークを含む
→産業人材育成支援可能
→退職金や年金でインドネシア長期滞在可能

日本の食料品やエネルギー等の確保、
高齢社会の課題解決及び日本の良い
技術・経験者の活用

インドネシア製品の日本輸出及び
両国の投資促進、人材育成・雇用
増加及び資源開発

IJBNet活動方向及びビジネススキーム
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１．製造技術（インダストリ4.0）、環境保護や
再生エネルギー関連技術導入推進・支援



1.1 Making Indonesia 4.0促進するための活動

当事業は日本政府（JICA）から
インドネシア政府（工業省）に
「LeMMI4.0」教育支援を行い、
実施機関はLEXER及び扶桑工機。

IJBNetはインドネシアのチーム
調整を担当している。

LeMMI 4.0
(Lean Monozukuri for Making Indonesia 4.0)
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PIDI 4.0 (MOI)
EDUCATION OF I 4.0

BRIN
RESEARCH INSTITUTION



インドネシア国家技能
標準（SKKNI）として
労働省で規定された。

1.2 Making Indonesia 4.0促進するための活動

JICA支援の産業人材育成プログラムの展開において、IJBネットは日本の専門家や実務経験
者のご指導を受けながら、インドネシア工業省や関連産官学と調整して、推進中。
日本からの教育機材は工業省推薦大学「STMI」及びPIDI4.0に設置。

2021年12月に建設終了したPIDI4.0にも設置
（工業省管轄のインダストリ4.0推進センター）

日本の金杉大使からインドネシアのアグス工業大臣への
機材の譲渡式（駐日インドネシア大使館・ヘリ大使見守る中）
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1.3 Making Indonesia 4.0促進するための活動

JICA及び工業省の支援を受け、日本ものづくりエキスパートやインドネシア
パトナー等と一緒に企画・実施しているプログラムであり、両政府支援終了
後も、継続実施できるようにビジネススキームを検討中。

Copyright Dr. Fumio Kojima / Waseda University（IJB-Net顧問）

1. SKKNI Transpormasi 
Industri 4.0
（ディジタルエンジニアリング

の職能標準）

2. SKKNI Lean 
Manufacturing
（製造改善推進者の職能標準）

LeMMI4.0の専門家代表
（小島先生、中村先生）
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1.4 環境・農業・再エネやその他の関連技術導入推進・支援

上記の機関との連携で、
技術保有の日本会社と
インドネシアの狙いたい
パトナー候補会社との商
談会などを実施。

終了後も継続フォローし、
協業実現までに推進・
支援。分野はご要望に
あわせて適宜に調整可能。
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1.5 事業化開始事例：日本崖崩れ工法のインドネシア展開

インドネシアでの設置事例

国家災害本部BNPBにも使用検討された橋の補強 高速度の法面 川の両側補強 8

インドネシアに売雨毎に崖崩れが多く発生し、多大な被害をもたらしている。そのために、
JETRO等の紹介で、日本の良い技術を学んで、インドネシアで生産・施工が可能になった。
現状では、崖崩れが発生しやすい場所に徐々に展開できつつある。



1.6 他の適正技術紹介

魚の鮮度を保存するためこの
スラリーアイス機械
(slurry ice machine) も日本
に学んで、今は、インドネシ
ア国産化し、展開可能

Vessel monitoring system 
（インドネシア水産海洋省

に認定され、展開中）

9工場排水処理施設、海水の淡水化等

インドネシアの各省庁や産官学等に聞き込み、日本等からの技術を紹介し、インドネシア
に展開活動を支援しており、一部はIJBNet会員企業等に事業化開始。

果物日持ち保護コーティング
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２．インドネシアから日本への輸出向上
（食糧及びバイオエネルギー関連製品の共同開発・生産・販売）



Tamanu
Crude Oil 

(TCO)

Pongamia
Crude Oil 

(PCO)

Fruits Dried Fruits Crude OilSeedlings

Nyamplung
(Tamanu;
 Calophyllum
 Inophyllum)

Malapari
(Pongamia;
 Millettia
 pinnata)

Progress

2.1 SAF等のバイオ燃料用の原材料の生産準備

Non-standard
Coconut
(Rejected by
 Food 
Industries)

Coconut
Crude Oil 

(CCO)

Non-standard

Standard

食糧工場等に販売

収集
センター
設置・
運営

Item
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日本パトナーとの協業
※モデル収集センターは本年度から設置
※ CCO工場設置時期は現在検討中

（場所はスマトラ及びスラウェシ島）

第一段階
（中央カリマンタン）
• 1,700 ha用の苗準備完了
• 本年雨季時に植林開始
• 来年度以降継続（全体面

積=18,000 Ha）
• Oil工場設置: 2027年頃

（約200 ton/日）
平行して他の植林地を
アプローチ予定



Plantations Phase-1
(Central Kalimantan)

Plantations Phase-n 
(Expand to other areas)

Collecting Centres of
Non-edible Coconut

Global Biofuel Companies
• SAF Factories

• Biodiesel Factories etc.

TCO & PCO
Plants *

PCO & PCO
Plants **

CCO Plants *

End
User
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Farmers,
Collectors

Seedlings
Company

*   : Joint investment & operation with partner companies (Indonesia and Japan). 
**: We can accept the investment to expand plantations and increase production capacities.

IJBNetは活用して、PT ABE Indonesia 
Berjaya (PT ABE) を設立し、
日本パトナー企業と協業開始

2.2 グローバル市場に供給できるための事業化開始

Seed Oil Factory
(in Targetted Area)

Production or
Collecting

PT ABE は非可食オイルを生産し、日本等の
SAFやその他のバイオ燃料工場に供給する。
※現状は生産検討・準備中



2.3 生産拠点候補地

キックオフ：2020年11月10日（経済調整省）、BRINや他の産官学関係者の応援をいただき、推進中。
※規格外ココナッツの収集センター・粗油工場はスマトラ島及びスラウェシ島が有力候補地。
※ポンガミア・タマヌのの第1段階の栽培・粗油工場は中央カリマンタンでスタート。

キックオフ時にアイルランガ大臣の
応援スピーチ。その後も関係省庁・
産官学と調整しながら応援継続

技術の面ではBRINや他の専門家
からの応援をいただき、推進中13



2.4 SAF原材料はICAO-CORSIA認証申請中
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日本政府（経済産業省・NEDOや国道交通省・航空局）、インドネシア政府（経済調整省やBRIN）、ICCなど
の応援をいただきながら、日本パトナー企業と一緒にCORSIA-ICAO認定を申請中

申請中

応援



2.5 バイオマス製造も事業開始準備（本日MOU調印式）

パーム工場廃棄物EFB

事業内容： エネルギー木の栽培及びペレット加工・販売事業
   パーム工場の廃棄物EFBのペレット化・塩素分低減・販売事業

1. 農園に植えるカリアンドラ苗
（月齢は2－3か月）

2. 収穫時のカリアンドラ
（植えてから約1.5年間）

3. 切った後の6か月に再収穫可能
（年間2回収穫、30年間以上継続）

4. 木材 2 ton → ペレット 1 ton
（カロリー約4600 kCal/kg）
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2.6 日本への食料供給事業

日本の食料自給率が他の先進国の中には最も低く、カロリーベースでは38％のみ（2021統計）。
そのため、インドネシアで必要な食糧を開発・生産し、日本へ供給する事業を推進・支援している。
分野は市場の需要にあわせて、魚類、野菜、果物及びその加工品が対応可能。

Source: FAO & MAF
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2.7 日本で消費される魚類の多くはインドネシアで生産可能
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2.8 野菜や果物もインドネシア豊富
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唐辛子、トマト、ホレンソ、マンゴ、マンゴスティン等のトロピカルフルーツを日本輸出する際には、
栽培、収穫やその後の処理・梱包等を日本基準にあわせる必要があり、狙いたい商品別に支援。



2.9 輸出研修、セミナーや展示会を随時開催

輸出会社オーナー、商業省エキスパートやバイヤーを講師として、輸出研修、講演会
やトークショーを企画・実施している。会場や実施要領は依頼元との調整可能。
インドネシア各地へ巡回し、終了後にも継続指導・支援可能。
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2.10 個別の商談会や候補パトナー会社訪問

ご要望があれば、IJBNetも個別商談会や会社訪問・見学を企画・実施可能。
日本からインドネシアへ、あるいは、インドネシア企業を日本へ。
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３．優秀な人材をインドネシアで募集・育成し、日本へ派遣
（特定技能や学生インターン等）



3.1 プログラムの背景と目的

出典：日本入国管理局（2022年12月現状）

日本は慢性的な人手不足に陥っており、日本商工会
議所が2022年に実施したアンケート調査によれば、
中小企業の約65％が人手不足とのこと。
（https://corp.miidas.jp/assessment/2197/）

各企業で人材不足が起こる理由には、少子高齢化や
人材の需給のアンバランスなど、さまざまな要因が
関わっている。その解決方法としては、90年代から
実施してきた研修・技能実習制度があり、2019年4
月からは新たに特定技能が実施されている。前者の
廃止がほぼ決まっており、IJBNetは後者に注力し、
取組を開始している。

2022年末現状では、日本での特定技能の人数は約13
万人あり、その６割はベトナムから来ている。イン
ドネシアは二番目ではあるが、ベトナムに近づいて
いくには、関係省庁や教育・送り出し機関等が連携
して、進める必要があり、そのために、IJBNetのプ
ログラムに取り入れている。

22

https://corp.miidas.jp/assessment/2197/


人材派遣会社や支援機関（日本のパトナー）

受入企業

人材確保・派遣計画

依頼・求人

大学、専門学校、職業訓練所（インドネシアのパトナー）
※日本語や技能教育実施後、必要な認定取得

要請・支援（面接調整・書類作成等）

関係省庁や地方政府・自治体

募集・人選・教育やその他の支援

②インターン学生①特定技能（SSW）

人材募集・教育・派遣対象：

①特定技能（SSW)
P3MI/ Perusahaan Penempatan Pekerja
Migran Indonesia
（海外就労インドネシア就労者
送り出し会社）と提携し、各分野の
SSWを必要な人数だけ募集・教育・
日本派遣可能。当面、技能実習生も可能。

②インターン学生
４年生の大学の該当学部・学科在学中、
かつ、一定単位取得完了した学生が対象。
一回のインターン期間は３か月、
６か月あるいは１年間未満で、終了・
帰国・卒業後、再度日本へ就労できる
ことを期待。

23

3.2 人材募集・教育・派遣支援プログラム概要



スラバヤ国立大学訪問

日本語教育機関「INA」との提携
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ブラウィジャヤ大学（Malang）訪問

送り出し機関「AL ZUBARA」との提携

Telkom大学（Bandung）訪問

3.3 協力機関との提携や大学等への訪問

労働省管轄及び工業省指導の職業訓練所の訪問

ウダヤナ大学（バリ）訪問

プログラム準備にあたり、多数の協力機関や大学からのご助言・支援を受けながら、徐々に固まりつつある。
※オンライン協議も必要に応じて頻繁に実施



労働省海外人材派遣管理局訪問農業省農業人材育成庁訪問 海外労働者管理庁（BP2MI）訪問

北スラウェシ州知事（左）及び同州官房長官と関係局とのキックオフ準備（右）

3.4 関連省庁や自治体への訪問・提携

ロンボクNTB州知事訪問と関係者との協議
25
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北スラウェシ州及びロンボクNTB州を選んで以下の内容で進めており、
IJBNet設立５周年記念終了直後にキックオフ予定。
①ロンボクNTB州
州内にある労働省管轄の職業訓練
センターを活用し、訓練センター
卒業生などの募集開始
②北スラウェシ州
州営の人材育成センターを
活用し、専門学校卒業生を
中心に募集開始
その他は、他の州政府等、
農業省や工業省等とも必要に
応じて提携予定。

ロンボク島での職業訓練センター

北スラウェシ州人材育成センター

3.5 まずは北スラウェシ州及びNTB州政府と提携

州知事が先頭に立って人材募集開始

〇

〇
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４．IJBNet応援している方々
（一部の紹介のみで、その他も多数の方々からの

ご指導・支援・協力をいただき、感謝申し上げます）



2020年11月20日バイオエネルギーのキックオフ会議にアイルランガ調整大臣から
応援スピーチをいただき（左）、ムスダリファー次官にもMOU調印式に立ち合い（右）

約3年間後の今は当プロジェクトが着実に推進し、徐々に形に見えてくる。

4.1 経済調整大臣と関係省庁・次官
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出典：経済調整省WEB 
https://ekon.go.id/publikasi/detail/630/pemerintah-susun-rencana-kerja-pemenuhan-kebutuhan-pasar-bioenergi-jepang 

https://ekon.go.id/publikasi/detail/630/pemerintah-susun-rencana-kerja-pemenuhan-kebutuhan-pasar-bioenergi-jepang
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BRIN・ハンドコ長官はIJBNet会長の日本留学時代からの友人もあり、
IJBNet活動に賛同・応援しており、技術的な支援・指導などあり 29

IJBNet・スヨト会長の記事事例：
（Opini “Bisnis Indonesia” 18 Januari 2022）
https://koran.bisnis.com/read/20220118/251/1490162/opini
-menjadikan-indonesia-magnet-bioavtur-global 

一方、マスコミからはときどき、
IJBNet活動が取り上げられ、
IJBNet会長の記事も掲載している

4.2 BRINやマスコミからの応援

https://koran.bisnis.com/read/20220118/251/1490162/opini-menjadikan-indonesia-magnet-bioavtur-global
https://koran.bisnis.com/read/20220118/251/1490162/opini-menjadikan-indonesia-magnet-bioavtur-global


4.3 日本からの製造技術展開の応援（LeMMI4.0）

工業省のPIDI 4.0に教育機材設置済みで、
今後のインダストリ4.0教育に活用可能

小島先生及び中村先生を中心に、IJBNet立上げ前から話し合いを継続し、発足直後に工業省にキックオフ。
その後は数回トレーナー研修や各企業からの推進人材の研修を行い、現在継続

小島先生とタイ出張

小島・中村先生とHARIS工業省事務次官（当時）

工業省人材育成庁（BPSDMI）に訪問・協議

LeMMI 4.0とIJBNetチームとの夕食会
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駐日インドネシア大使館・ヘリ大使への相談
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IJBNetは各活動の準備や実施にあたり、多数の方々にご相談しながら進めており、その中に、各活動の舞台に
なる州の知事や県知事、また駐日インドネシア大使や総領事などに相談し、応援を頂いている。

北スラウェシ州・オリ知事面談

リアウ州INHIL県知事面談

在大阪インドネシア総領事館・ディアナ総領事への相談

4.4 駐日インドネシア大使館や自治体の応援



4.5 その他のインドネシア名人達の応援

左写真：Prof. Dr. Wardiman Djojonegoro（インドネシア・第20文部大臣)、IJBNet主な理事が日本留
学時に奨学金交付などで、今でもIJBNet応援団として多大のご助言いただいている。
右写真：Mr. Sanny Iskandar（インドネシア工業団地協会「HKI」会長、インドネシア商工会議所本部
副会長やインドネシア経団連「APINDO」本部副会長）。IJBNet発足時から応援しており、顧問団団長。

その他、ここに全員記載できないが、多数の方々の応援を頂きながら、活動を計画・準備・推進中。
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4.6 規格外ココナッツのICAO-CORSIA認証するための応援セミナー

経済調整省担当次官が先頭に立って、関連省庁や協会を招集した合同セミナーを開催し、その結果を
応援レターとして日本政府関係省庁やICAOにも活用されている。



4.7 「IJBNet Award 2023」贈呈

Dr (Hc). Airlangga Hartarto
（インドネシア経済調整大臣；

IJBNet応援団・団長）

Prof. Dr. Fumio Kojima
（日本製造技術専門家；
早稲田大学客員教授）

Dr. Laksana Tri Handoko
(インドネシア国家研究

イノベーション庁BRIN長官)

今までに応援していただいた方々へのお礼を含み、その中から下記の３名に初の「IJBNet Award」を贈呈。
今後も定期的に、IJBNet活動を応援し、日本とインドネシアとの友好関係やビジネスコラボレーション
向上に貢献している方々には贈呈継続予定。
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Terima kasih
ありがとうございます
Thank you
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